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研究成果の概要（和文）：本研究では、リサイクル事業による地域の社会的側面への影響評価分

析を行った。まず、文献調査を元に社会的影響を評価するフレームを構築した。次いで、具体

的なリサイクル事業に対して、構築した評価フレームに基づいて評価を試行し、その妥当性を

検証した。また、生ごみ分別リサイクルについて重点的に分析を行った結果、地域住民の環境

意識の向上や地域の活性化、ソーシャル・キャピタルの強化に結びついていることが確認され

た。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, we analyzed the impact assessment to the social 
aspects of regional recycling project. First, we built a frame to evaluate the social impact 
based on a literature survey. Then, we have attempted to evaluate on the basis of the 
evaluation frame for some cases, and verified its validity. In addition, we performed the 
analysis focuses on kitchen garbage separation and recycling. As a result, these projects 
effect the improvement of the environmental awareness of local residents, the activation of 
the region and the enhancement of social capital. 
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１．研究開始当初の背景 
地域は人間生活の重要な場であることか

ら、持続可能な社会への行動計画を示したア
ジェンダ 21 では、地球レベルの持続可能性
の達成には、地域レベルの持続可能性が重要
であることが示され、地域レベルの取り組み
を推奨している。そして持続可能性について
は 、「 ト リ ブ ル ボ ト ム ラ イ ン 」 概 念

(Elkinton1997)をはじめとして、経済の安定
的な発展(経済的側面)、環境負荷の削減(環境
的側面)、それらを支える健全な社会環境の増
進(社会的側面)の 3 つの側面から総合的に検
討するという合意、方向性が世界的に形成さ
れつつある。 

しかし日本では、持続可能性に関する認識
が環境的側面にやや偏っている。持続可能な
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地域として「『循環』と『共生』を基調とし
た地域」を掲げていることからもそれを窺い
知ることができる。環境省(2002)で掲げられ
たテーマや事例も、まず環境的側面に関係し
ている。もちろん、環境的側面を取り上げる
ことは重要であるが、持続可能性の概念を踏
まえるならば、経済的側面や社会的側面と同
時に議論していくことが重要である。また、
環境・経済・社会はそれぞれ別々に議論され
ていて、例えば、「環境目標」「地域の産業構
造」「地域コミュニティ」などが一体的に語
られることは非常に少ない。 

持続可能な地域づくりに向けた取り組み
の 1 つとして、各種リサイクル事業がよく取
り上げられる。しかし、ここでもリサイクル
事業の分析・評価は、最終処分量の減少や再
資源化率の向上といった一部の環境的側面
や経済効果といった経済的側面に偏ってい
る。各種リサイクル事業を持続可能な地域づ
くりに活かすためには、社会的側面とも一体
的に議論していくことが必要である。 
リサイクル事業は、様々な側面から分析・

評価されてきた。最終処分量や再資源化率の
根拠となるマテリアルフロー分析や応募者
が携わった地域へのライフサイクルアセス
メント(Life Cycle Assessment: LCA)手法の
導入などは環境的側面からの分析・評価であ
る。特に LCA の枠組みで開発された日本版
被害算定型環境影響評価手法 (Life cycle 
Impact assessment Method based on 
Endpoint modeling: LIME)は、複数の環境影
響を 1 つの指標(貨幣価値)に統合することで
環境的側面について一軸で評価できるほか、
経済的側面とも同列に比較できる(伊坪ほか
2005)。その経済的側面から、廃棄物産業連
関表を用いた分析や応用一般均衡分析のフ
レームでの分析・評価が行われてきた。 
その一方で、社会的側面からの評価は、ま

だ端緒に着いたばかりである。応募者は、最
終処分場の延命化や地域住民の分別の手間
といった社会コストを表明選好法を用いて
定量評価した(栗島 2008)が、多くの課題が残
されている。例えば、地域の持続可能性にお
ける社会的要件に対する整理の不足である。 

つまり現状の社会的側面の分析・評価の多
くは、「地域の持続可能性を検討する場合に
どのような社会的影響を取り上げるべきな
のか」を整理せずに、目についた部分だけを
定量化したに留まっている。一方、リサイク
ル事業の評価ではないが、海外では地域の持
続可能性の評価指標にいくつかの社会的側
面の指標が取り上げられている。例えば、労
働環境や健康、教育、経済格差、情報格差、
性差、民族的多様性、コミュニティの歴史、
人間開発指数(Human Development Index: 
HDI)(田崎ほか 2007、本田ほか 2007 など)
などである。しかし、これらの指標はその国

や地域の現状を反映して抽出・整理されたも
のであり、これをそのまま日本国内に導入で
きるとは限らない。社会地理学など人文地理
学分野は、これまでも様々な人間活動が、地
域の社会的側面に及ぼす影響について取り
上げ、これを評価してきた。このような人文
地理学分野のフィールドでの研究蓄積は、日
本独自の SIA には極めて有効であると考え
る。加えて現在採用されている指標は、経済
的側面の価格や環境的側面での LIME 統合
値(貨幣価値)のような高度に集約されたもの
ではない。地域の持続可能性を評価する際に
は、経済・環境的側面の指標と同列に議論が
できる統合指標での評価も視野に入れる必
要がある。 

 
２．研究の目的 

以上を踏まえ、本研究では、地域の持続可
能性を念頭に置きながら、リサイクル事業が、
地域の社会的側面にどのような影響を与え
ているのかを定性的・定量的に評価・分析す
ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 

リサイクル事業の社会影響評価にあたっ
ては、2 つのアプローチが考えられる。1 つ
がトップダウンアプローチであり、地域の持
続可能性を考える上で、どのような社会的側
面(指標)に着目するのかをあらかじめ整理し、
これを評価するための方法を検討したうえ
で、リサイクル事業から各指標への影響パス
を推定し、評価するものである。もう 1 つが
ボトムアップアプローチであり、リサイクル
事業がどのような社会影響を引き起こして
いるのかを網羅的に調査し、それらを個々に
評価していくものである。本研究では、両方
のアプローチを併用するハイブリッドアプ
ローチでの評価を行う。そして、これらの理
論的な検討と平行して、実際の地域において
実際に調査・分析・評価を行い、その妥当性
を検討する。最後に、理論的検討と実際の事
例分析をもとに、手法の課題などを把握し、
さらなる評価の精度向上に努める。 

 
４．研究成果 
(1)トップダウンアプローチによる地域の社
会影響評価フレームの構築 
リサイクル事業に伴う地域への社会的影

響を評価するフレームの構築に向け、社会影
響評価に関する文献レビューを実施し、持続
可能性の要件(end-point)と着目する社会的
側面(mid-point)の抽出を行った。その結果、
end-point を「住民がその地域に生活しつづ
けられること」と定め、生活に必要な雇用、
健康、安全、コミュニティの便益／費用、コ
ミュニティのつながり、個人・世帯の便益／
費用、施設とサービス、福祉、ステークホル



 

 

ダーの参加度、および間接的なものとして人
口と自治体財政、環境意識を暫定指標
(mid-point)に選定した。 

 
(2)リサイクル事業の事例調査 
 構築した評価フレームに基づいて、リサイ
クル事業の事例調査を行った。対象としたの
は、富山県富山市(エコタウン事業)、福岡県
大木町(バイオマスタウン事業)、北海道札幌
市（事業系生ごみリサイクル）、福岡県大牟
田市（エコタウン事業）、大阪府堺市（エコ
タウン事業）、岩手県紫波町（木質廃棄物リ
サイクル）、北海道北広島市・苫小牧市・江
別市・標茶町（下水汚泥リサイクル）、愛媛
県内子町（食品廃棄物リサイクル）である。 
 富山県富山市はエコタウン事業を実施し
ており、食品廃棄物リサイクル、廃プラスチ
ックリサイクル、自動車リサイクル、木質廃
棄物リサイクル、廃食用油によるバイオディ
ーゼル製造、混合廃棄物によるごみ発電を行
なっている。また、食品廃棄物リサイクル施
設と連携し、市の一部では生ごみの分別リサ
イクルが行われている。 
福岡県大木町は、町内の生ごみをバイオガ

ス化して処理しており、消化液は液肥として
農地に還元されている。そうした農地で生産
された米は、町内の小中学校の給食に利用さ
れているほか、特別栽培米として販売もして
いる。また、町の中心にあるバイオガス化施
設周辺には、地元産の農産物を扱うレストラ
ンを併設した道の駅をつくり、その周辺は農
地が広がっている。これにより、処理施設周
辺は、食の生産－消費－処理－循環を一度に
経験できる空間となっている。道の駅のレス
トランはテレビ等でも取り上げられ、周辺地
域から人々が訪れており、リサイクルを中心
とした地域活性化につながっている。 

北海道札幌市では、事業系や学校給食の生
ごみを飼料化・堆肥化処理している。地方中
枢都市で大きな歓楽街”すすきの”を抱える札
幌市は事業系の生ごみ排出量が多かったが、
現在ではそのほとんどがリサイクルされて
いる。リサイクル堆肥で生産した農産物を給
食用の食材として利用することで、食育・環
境教育が行われている。 
 
(3)富山市の住民アンケート調査 

富山市においては、住民アンケート調査を
実施し、生ごみ分別リサイクル事業及びエコ
タウン事業についての住民意識を把握する
とともに、コンジョイント分析を用いて生ご
み分別リサイクルの便益／費用を測定した。
その際、生ごみ分別地区とそれ以外とに分け
て分析を行った。アンケートは、2010 年 1
月に web 調査を実施し、回収数は分別実施地
区が 79、未実施地区が 228 であった。 

まず、生ごみ分別リサイクル事業及びエコ

タウン事業についての住民意識は以下の通
りである。生ごみ分別については、分別実施
に関わらず高い実践意図を得た。その主な理
由は、「決められたルールなので」という消
極的な理由が最も多かったが、次いで「リサ
イクルへの貢献」「排出者責任」という積極
的な理由を挙がった。一方、実践に伴う影響
について、実施地区以外では手間も多く、プ
ライバシーが気になるという回答が多かっ
たが、実施地区ではその割合は減少した。ま
た、実施地区以外では排出ごみの削減が期待
されていたが、実施地区ではそれほどでもな
いとの回答が多かった。さらに、エコタウン
事業については、期待事項として富山市の廃
棄物削減や地域経済の活性化があげられる
一方で、懸念事項として周辺環境の悪化や事
業の採算性、市外からの廃棄物の流入が挙げ
られた。 
 次に、コンジョイント分析の結果を表 1 に
示す。 

 
まず、リサイクルなしの効用を 0 とした場

合に分別の効用はすべてプラスとなった。こ
れはリサイクルの便益が、負担を上回ってい
ると解釈できた。次に「袋分別」から「行政
が分別」の WTP を引いた結果がプラスとな
った。すなわち、袋分別の負担を自らが分別
することによる便益が上回るという結果と
なった。さらに一般的にサービス水準が高い
とされる「戸別収集」の効用が、「集積所収
集」の効用を 0 とした場合にマイナスとなっ
た。プライバシーに対する懸念が理由の 1 つ
と推察できた。 

 
(4)大木町の環境・経済・社会影響評価 
まず環境面での効果として、廃棄物処分量

および温室効果ガスの削減があげられる。事
業実施前に年間 3,005ton(2005 年度)あった
焼却ごみ量は、事業実施後に 1,629ton(2010
年度)となっている。それに伴い、焼却残さの
量も減少している。また、生ごみの分別回
収や新施設の系統電力、圃場への液肥輸送
による温室効果ガス増加分を、焼却時の助
燃剤削減や液肥による化学肥料代替による
削減分が上回り、年間 3.1ton-CO2eqの温
室効果ガス削減効果があると見積もられた。 
次に経済影響である。おおき循環センタ

表1 コンジョイント分析の結果 

パラメータ WTP パラメータ WTP

リサイクルなし 0.000 0 0.000 0

行政が分別 1.800 107 1.262 106

袋分別 1.995 118 1.481 125

バケツ分別 0.897 53 0.174 -

集積所収集 0.000 0 0.000 0

戸別収集 -0.694 -41 -0.803 -68

週2回 0.000 0 0.000 0

週1回 -0.484 -29 -0.324 -27

-0.017 -0.012

0.26 0.17

分別実施地区

分別実施地区のバケツ分別以外は1％水準で有意

収集方法

分別方法

収集頻度

費用負担額

LRI(尤度比指数)

分別未実施地区

 



 

 

ー整備事業の総事業費は約 11 億円である
が、バイオマスの輪づくり交付金による
1/2 の補助があるため、約 5.5 億円が大木
町の負担額となっている。この負担は、新
たに焼却施設やし尿・浄化槽汚泥処理施設
を整備するよりも低い。これに対して、大
川市に処理委託をしている焼却ごみやし
尿・浄化槽汚泥の処理費用が、従来と比べ
て削減されるため、おおき循環センターの
運営および生ごみ分別収集費用を差し引い
ても、年間 3,500 万円程度の処理費用削減
となっている。施設を中心としたエリアに
は、数多くの人が訪れている。併設された
マーケットやレストランの売り上げなども
地域に対する経済的な効果として挙げるこ
とができる。例えば、レストランは年間 1
億円程度の売上げがある。レストランは、
地元に住む女性が経営者となっており、地
元女性の雇用の場となっている。また、消
化液を使用した農産物は、オーガニック食
品としてブランド化され、通常の農産物よ
りも高い価格で流通している。また、消化
液は現在、液肥として無料で農家に提供さ
れている(液肥散布料として 1000 円／10a
を徴収している)。これは農家にとっては肥
料代の節約となっているが、本来価値ある
液肥(また、税金で生産した液肥)を無料で
提供することは望ましいことではない。液
肥を農家に利用してもらうために当初は無
料もやむを得ないが、農家の受容性が高ま
り、液肥の需要も増えている現在、適切な
価格で提供することを検討する必要がある。 
最後に本研究のメインである社会影響で

ある。第一に交流人口の増加が挙げられる。
処理施設には、毎年 3,000 人程度の見学者
が訪れており、そのほとんどが町外から訪
れる。また、併設されている農産物直売所
やレストランにも地域外から多くの人が訪
れている。こうした地域外との交流が、地
域の活性化につながることが期待される。 
第二に環境意識の向上である。図 1 に大

木町で過去に行われた住民アンケート調査
の結果の一部を示した。「ごみ処理・リサイ
クル等」の施策に対する満足度が圧倒的に
高く、「これからも生ごみの分別に協力して
いきたいか」との問いに、95％もの回答者
が肯定的に回答している。「バイオマスを積
極的に資源・エネルギーとして利用すべき
か」との問いに 90％が肯定的に回答してい
る。そして、この事業をきっかけとして、
人々の環境意識も高まっており、ごみ問題
の解決や温暖化対策に協力したいと考える
住民は、90％を超えている。 
第三にソーシャル・キャピタルの強化で

ある。政治学者 Putnam(2000)は、ソーシ
ャル・キャピタルを「人々の協調行動を活
発にすることによって、社会の効率性を高

めることができる『信頼』『規範』『ネット
ワーク』といった社会的仕組みの特徴」と
定義している。端的に言えば、社会におけ
る人々の信頼関係や人間関係である。ソー
シャル・キャピタルの測定指標はいくつか
あるが、地域における友人の数や地域のボ
ランティア活動への参加意欲などが一般的
に用いられる。住民アンケート調査によれ
ば、「この事業をきっかけに人々のつながり
が強くなったか」との問いには、44％が「強
くなった」と回答している。また、35％を
超える回答者が、地域のボランティア活動
に「参加したい」と回答しており、具体的
に参加したい活動として「環境保全に関す
る活動」が最も多かった。以上より、バイ
オマス利活用事業が、地域住民のソーシャ
ル・キャピタルの強化につながっていると
推測できる。 
こうした社会的側面の効果によって、地

域に対する愛着や定住意向も高まりつつあ
る。 
 

(5)リサイクル事業の地域の社会的側面の影
響 
このように、リサイクル事業は地域の活性

化や地域における環境意識の形成、ソーシャ
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